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重大製品事故発生
(死亡、重傷病、一酸化炭素中毒、火災等）

製造事業者・輸入事業者の
事故報告義務

(製品名称、機種、型式、事故内容等)

経済産業大臣による公表
(事業者名、機種、型式名、事故内容）

経済産業大臣による命令
(報告徴収、立入検査)
必要な場合：危害防止命令

報告義務履行違反：体制整備命令

罰則（消安法第58条第4号及び第5号）

(命令違反)

（必要に応じて）

(所定の様式で重大製品事故を
知った日から10日以内)

消費者

情報提供

技術上の調査 nite

販売事業者

製造事業者
輸入事業者

(危害防止措置
に協力)

消費者 等

安全性確保に
係わる措置を申出

販売事業者
修理事業者

設置工事事業者

重大製品
事故通知

※nite:独立法人製品評価

技術基盤機構

経産省への製品事故情報報告・公表制度の流れ
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松下電器グループの品質組織

事 業 場 長
Ｂ Ｕ 長
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品質政策会議

品質に関する最高意思決定機関

総合製品安全委員会
製品安全の全社的共通課題、松下電器安全規格、

警告表示等への適切な対応

品質政策委員会
発生した重要品質・不安全問題への迅速・的確な対応

品質情報検討会
原因究明、市場対策、公表方策等実務的検討

安
全
行
政
部
会

技
術
部
会

表
示
部
会

全社 品質問題対応組織
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品質本部

製品安全統括センター

ライフエンド製品安全センター

ドメイン会社

ライフエンド製品安全センター（グループ）

安全・技術法規グループ

・
・

・
・

製品総合審査センター

（直轄部門）

新
規
発
足
部
門

製品安全組織体制
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お

客

様
品質本部

経済産業省

NITE

東京支社

CS本部

事業場

公表①ﾘﾘｰｽHP

事故情報入手

（土・日含む）

10日1日

事
業
場

①第一報

②詳細
公表②ﾘﾘｰｽHP

AA ﾒｰｶ名公表ﾒｰｶ名公表

B 概況のみ

ﾒｰｶ名公表ﾒｰｶ名公表

重
大
事
故

上
記
以
外

：改正消安法

1週間以内

松下電器ＨＰ
38件 公表

07年11月7日現在

ｻｰﾋﾞｽ会社

流通

相談ｾﾝﾀｰ

重大製品事故報告フロー
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製品事故発生

品質危機レベル

ABC判断

市場対策の

必要性

全社危機管理会議

品質情報検討会（ABC判断検討、市場対策検討等）

市場処置の妥当性検証（審査、CSDR）

品質政策委員会（ABC決定、市場対策決定等）

品質政策会議（社告の決定）

全社対策本部設置

経産省報告と市場対策の実施

品質危機レベルABCの判断

A：全社対策本部設置が必要なレベル（FF等）

B：社告等の市場対策が必要なレベル

C：A、B以外のレベルA B、Cドメイン長又は

品質担当役員

必要なし

必要

B C

（本社職能で構成）

重大製品事故

かどうか

経産省
報告 NITE報告

重大製品事故 製品事故

（10日以内）

製品事故への対応フロー（事故報告と品質危機レベルABC判断）
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お客様への告知徹底手段

◇松下関連グループをあげ、徹底告知

⇒新聞社告

⇒記者発表

⇒折り込みチラシ 等

⇒自社HP(ホームページ)で告知とお詫び

⇒販売店で謹告ポスターで店頭告知

⇒名簿がある場合は、ダイレクトメール

⇒電話、ファックス、電子メール

⇒直接訪問

⇒流通・販売事業者等を通じての連絡

⇒その他

◇全松下グループをあげ、

あらゆる手段で告知

（社長より、「非常事態宣言」発令）

⇒主要各紙及び地方紙 新聞謹告

⇒お詫びと、大切なお知らせ 新聞謹告

⇒記者発表

⇒テレビCMを一時、告知に切替え

⇒謹告ポスター配布・掲示

⇒新聞折り込みチラシ 等

⇒自社HP(ホームページ)で告知とお詫び

⇒販売店にて謹告ポスターで店頭告知

⇒使用者名簿徹底把握活動

⇒ダイレクトメール（名簿がある場合）

⇒電話、ファックス、電子メール

⇒流通・販売事業者等のご協力を

得ながら直接ご家庭訪問

⇒その他

②通常の謹告の場合①ＦＦ式石油温風機の場合
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事故情報の開示 ～ 松下電器HPでの公表例 ～
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◇「絶対安全確保
の母体」つくり

製品事故の反省からの発想製品事故の反省からの発想大大転換と恒久対策転換と恒久対策

専門組織設置

恒 久 対 策

◇絶対安全を目指
した視点の開発

長期使用に対する
製品安全確保

◇世界最高水準を
目指した安全規格

安全規格強化

◇全社危機管理体制

◇組織・風土改革

全社危機管理体
制の再構築
安全・品質の
組織・風土改革

◇重要情報共有化

重要品質情報の
共有化
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